公開概要書
	受　付　日
	H27.7.7
	回答日
	H27.7.23
	担当課
	農業振興課

	意見等の内容
	新規の就農にあたり、農地を借り入れる場合、長期の契約をすることができればよいが、開発地等、農地の貸し手としては、「買い手があれば、売却したい。」と考えることから、短期の契約期間を求められる場合があり、そのため借り手にとっては、安心して農業をすることができない。また、良い柿ができるよう、日々努力してきたことが、結果的に農地の付加価値を上げることとなり、売却しやすい条件を作り出しているような考えに陥ってしまう。
　柿園の経営等安心して農業をするためには、長期の契約期間が必要である。
・担い手を募集している農地情報を提供してほしい。
・益田市農業担い手支援センターと島根県西部農林振興センターでの貸付農地情報を1本化してほしい。
・農地中間管理事業を活用した取組を進めてほしい。
・益田市、JA、金融機関等でタイアップして、農地を買い取り新規就農者に有料で貸し付けてはどうか。（最初の1から２年は無償で）


	回答の内容
	・農地の情報については、益田市農業担い手支援センターと島根県西部農林振興センターとの情報交換を密に図り、農地の情報収集・整理を行いながら、新規の就農者の方へ情報提供ができるよう努めてまいりたいと思います。

・益田市、JA等の農地の取得による新規就農者への貸付について、市として個人への貸付を対象とした農地を取得することができないためご意見のありました取組ができないところでありますが、昨年より、担い手へ農地を集積していく目的で、農地中間管理事業の実施がされております。おおむね10年以上の長期の貸付で、受け手と出し手の間に農地中間管理機構が入ることにより、双方のご意見を聞きながら安心して農地の貸し借りができることとなっております。この農地中間管理事業の相談窓口を市・農業振興課に設置しております。このような相談について業務を実施しておりますので、ご要望に添えるよう取り組んでまいりたいと思います。

市といたしましても新規就農者が安心して農業経営ができるよう収集した情報の提供や農地中間管理事業を有効に活用するなど取組を進めてまいりたいと思います。



